

























































































































































































































































c1 を原因とする C系列ははずされ、a2、b3 の二つが原因となる。そし
て、a2、b3 ともに有責原因の場合は100％有責となり、ともに無責原因の










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































合をすべて all or nothingの形で担保外としたいのか。そうであれば外来
性によらず疾病原因を免責とする免責条項として明記すべきである。そう
ではなく、内因寄与度に対応する損害額を免責相当とし、有責原因寄与度
に応じた保険金額のみの支払を予定するのであれば、この場合もその旨を
明記することが望ましい。損保業界にとって重要なことは、外来性につい
ても、傷害定額保険と傷害損害保険とに分離した発想を打ち立てることに
ある。第三判決をもって、対抗上、すべての傷害保険に疾病免責規定を設
けるべきとの危惧は誤解であり、損害保険に関する第三判決の射程がそも
そも定額保険にそのままでは及びえないと解することでその誤解を解く必
要がある。
（ⅱ）射程に関連しての注目すべき問題として、医療過誤と外来性の問
題があろう。医療過誤は、民法上の不法行為もしくは債務不履行の問題と
して損害賠償請求訴訟がなされることが多いが、保険分野では、医療過誤
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に急激・偶然・外来性を認めて傷害保険金の請求がなされる事案が希にあ
る。これまでの下級審裁判は、外来性を欠くもしくは免責事由に該当する
として請求棄却の判決を積み上げてきている
（偉）
。しかし、第二判決における
法的義務者の不作為を作為とみなし外来性を認めるとともに、外来性を直
接原因だけで判断する方法をそのまま医療過誤による傷害保険金請求訴訟
にあてはめれば、それらにはおおむね医師の診療義務違反が認められる
（囲）
だ
けに外来性が認められ、保険事故が発生したことになりそうである。免責
事由該当の問題においても、明示の疾病免責条項をもたない生保型傷害保
険では、災害別表に拠るかどうかはともかく、不利な訴訟展開を余儀なく
されそうである。そうなると、契約者にとって医療過誤訴訟で勝訴判決を
得れば、ただちに傷害保険金請求訴訟にとりかかることになりはしない
か、ひいては高額の傷害保険金を得るために医療過誤賠償金請求訴訟を提
起することになりはしないか。もちろん、免責事由による抗弁の壁がある
から容易に請求認容判決が得られるとは限らないが、医療過誤＝外来との
認定は、保険者にとって免責条項で阻止しえないバイパスが通じたことに
なる。かかる安易な結び付けの増加が社会的、訴訟経済的に問題であると
するならば、それは安易に不作為に因果関係、外来性を認めたこと、ある
いは外来を直接原因に限定したことに起因することになる。
註
（31）平成19年最高裁判決に関する判例解説、判例批評としては次のものがある。
　第一判決に対するものとして、播阿憲①「保険毎日新聞」2007年11月８日４
面、竹濵修「判批」リマークス37号（2008年下）111頁、𡈽岐孝宏「判批」事
例研レポート227号14頁（2008）、第二判決に対するものとして、播阿憲②
「保険毎日新聞」2007年11月21日４面、小林和則「判批」事例研レポート227
号１頁（2008）、岡田豊基「判批」事例研レポート231号11頁（2009）、第三
判決に対するものとして、播阿憲③「判批」保険毎日新聞2007年11月９日４
面、甘利公人「判批」保険毎日新聞2008年３月12日、加瀬幸喜「判批」法律
の広場62巻１号57頁（2009）、全体に対するものとして、山野嘉朗「判批」ジ
ュリ1354号119頁、西島梅治「外来性要件の再検討」損害保険研究70巻２号８
頁（2008）、永石一郎「判批」金判1285号10頁（2008）、横田尚昌「傷害保険
における事故の外来性の証明について」生命保険論集165号135頁（2008）、白
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井正和「判批」法学協会雑誌125巻11号2622頁（2008年）、戸出正夫「傷害が
疾病を原因として生じたものでないことの立証責任」損害保険研究69巻４号
159頁（2008）、遠山聡「傷害保険契約における『外来の』事故該当性の判断
基準」20年度保険学会レジュメ、山下典孝「判批」法学セミナー増刊２号143
頁（2008）。なお、調査官解説として中村心「判例解説」ジュリ1351号110頁
（2008）がある。
（32）論説の中で横田・前掲（註31）は、法律要件分類説における立証責任帰属
の根拠をその二分する学説とされる法規不適用説と証明責任規範説を軸とし
て解明を試みている点において異色である。その論旨、結論には私見に沿わ
ない点もあるが、着眼点は評価したい。
（33）風呂溺事故には溺水以前に脳死状態に到達した病死が多いとの指摘につき
西島梅治「浴槽内の溺死（風呂溺）と外来性の要件」損害保険研究65巻12号
27頁（2003）
（34）白井・前掲（註31）2630頁
（35）石田満『商法Ⅳ（保険法）［改定版］』（青林書院、1997）348頁、西島・前
掲（註13）381頁、江頭憲次郎『商取引法（第四版）』486頁（弘文堂、
2005）、金沢理『保険法下巻』81頁（成文堂、2005）
（36）この点に関し、西島・前掲（註31）28頁は、播①・前掲（註31）５面を、
第一判決により保険者の否認による反論の道が封じられ今後は免責条項によ
る抗弁しか許されないとする見解とみなし、保険者における否認と抗弁は訴
訟上の基本的人権ともいうべきものであるから、最高裁といえどもそれを奪
うことはできないと批判された。筆者は西島説に与する。
（37）最高裁が因果関係につき直接原因説を採ったことにより、そこから論理必
然的に疾病不担保条項が免責規定（権利障害規定）であるとの結論が導かれ
るのであって、疾病不担保条項が権利障害規定であるとの解釈が直接原因説
の妥当性を補強する根拠とはなりえないところ、第一判決は「このような本
件規約の文言や構造に照らせば」と疾病不担保条項が権利障害規定であるこ
とを根拠としており、論理の乱れがある。判例評者に制限的な射程論（例え
ば、白井・前掲（註31）2634頁）を生み出す原因がそこに窺える。
（38）播①・前掲（註31）５頁、戸出・前掲（註31）167頁、白井・前掲（註31）
2634頁、山野・前掲（註31）120頁、小林・前掲（註31）７頁、𡈽岐・前掲
（註31）17頁、岡田・前掲（註31）16頁。なお、反対もしくは消極的な見解
として永石・前掲（註31）14頁、加瀬・前掲（註31）61頁、甘利・前掲（註
31）６頁
（39）白石・前掲（註31）2629頁
（40）山野・前掲（註31）120頁。中村・前掲（註31）110頁は、疾病起因の問題
事例を直接原因が疾病の場合（外部からの作用なし）と直接原因が外部から
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の作用で間接原因が疾病の場合の二つの事例に分けたうえで、偶然性立証責
任の最判平成13.4.20事案は前者に相当するから、後者の事例に相当する第一
判決とは整合性の抵触はないとする。永石・前掲（註31）14頁、第一判決は
当然の解釈であり、むしろ最判平成13.4.20がモラルハザードの観点から無理
な解釈をしたものであって、将来判例変更が検討されるべきとする。加え
て、偶然性では請求者に酷なため外来性で請求者に有利とすることによりバ
ランスをとったとするが、そうであれば最判平成13.4.20の判例変更の後に第
一判決も判例変更することになるのであろうか。このようなバランス論は穿
ちすぎであろう。
（41）中村・前掲（註31）110頁、白石・前掲（註31）2632頁
（42）永石・前掲（註31）14頁は、ほとんどの事案において外来性が認められる
ことになると指摘する。
（43）白井・前掲（註31）2631頁
（44）中村・前掲（註31）109頁は、第二因果関係の「による傷害」とは、かつて
は時間的近接（近因説）を指すと考えられてきたが、現在では相当因果関係
説であるとする。しかし、この事案では、むしろ近因説に戻った感じがする。
（45）加藤一郎『不法行為（増補版）』154頁（有斐閣、1974）
（46）例えば、肯定的見解として小林和則・前掲（註31）８頁、山野・前掲（註
31）121頁、西島・前掲（註31）18頁、批判的見解として、播②・前掲（註
31）４頁がある。
（47）前田達明『現代法律学講座14　民法Ⅳ　不法行為法』108頁（青林書院新
社、1980）
（48）前田・前掲（註47）108頁は、一般に、民法不法行為論においては、法的な
作為義務のある者の不作為により権利を侵害した場合は不法行為責任が認め
られるが、この場合は一般の不法行為と比べ、因果関係のないことが特徴で
ある。すなわち、義務内容である作為があれば、当該権利侵害という結果が
発生しなかったかを問題にして、実は、作為の不法行為における因果関係に
なぞらえたものであると説いている。
（49）刑法について、前田稚英『刑法総論講義』122頁（東京大学出版会、
2006）、民法について前田達明・前掲（註47）108頁
（50）中村・前掲（註31）109頁
（51）白井・前掲（註31）2634頁
（52）白井・前掲（註31）2635頁
（53）山下典孝・前掲（註31）143頁、西島・前掲（註31）28頁
（54）第三判決の当時は、保険法はまだ審議中であり、傷害保険という括りの中
に定額型と損害填補型を含む構成となる可能性も残されていたと考えれば、
人身傷害補償特約の事案を一般傷害保険の事案と区別なく論じることもあり
（1175）
81
えたが、施行日前とはいえ、法が制定され、損害保険と定額保険に分けられ
た後では、その本質的相違を踏まえた論議に切り替えることが必要であろう。
（55）例えば東京地判平成17.3.4。この判決の批評および類似判決の紹介は、田中
秀明・判批・保険事例研究会レポート216号（2007）１頁参照
（56）拙稿「医療過誤と不慮の事故」文研論集122号230頁（1998）
Ⅳ　小括
　損保型傷害保険、生保型傷害保険の保険約款改定に際し、つぎのような
方向での改正を提案する。
①傷害保険の保険事故の外来性要件については、約款でその趣旨が「疾病
によらないものである」ことを分かりやすく書くべきである。ネガティ
ブな表現となるが、それは傷害の本質であるだけに避けてはならない。
さらに、傷害を定義する場合は、偶然、急激と併せ、身体の損傷をもた
らす態様を副詞的に制限する３要件の一つとして位置づける約款表現に
改めるべきである。
②因果関係を第一因果関係と第二因果関係の二段構造とするときは、外来
事故と保険事故との間の第一因果関係については、原因を一つに絞る趣
旨が読み取れる表現とすべきである。換言すれば、相当因果関係によら
ないことを明示すべきである。
③因果関係を第一因果関係と第二因果関係の二段構造とし、第二因果関係
に相当因果関係によることを認める場合は、複数の原因が成立し、しか
も有責原因と無責原因に分かれた場合の支払い保険金額の定め方につい
て明記すべきである。
④限定支払条項は、約款に明記しない限り適用はないものとし、明記する
場合は、定額保険の趣旨に鑑みその適用場面を極力限定すべきである。
理論的には、第二因果関係において補完的因果関係が認められる有責原
因の結果事実への寄与率に関するものは許されよう。
⑤不作意につき因果関係および外来性を認めない旨を約款に明記すること
も考えられる。
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